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自
治
振
興
区
が
活
動
の
主
体
と

な
り
、自
主
的
、自
発
的
に
除
雪
機

に
よ
る
除
雪
活
動
を
行
う
こ
と
を

基
本
と
し
て
、次
の
要
件
を
満
た

す
も
の
と
し
ま
す
。

①
除
雪
機
を
効
果
的
に
活
用
す
る

た
め
の
除
雪
活
動
組
織
を
設
置
し

て
い
る
こ
と
。

②
除
雪
が
必
要
な
個
所
、順
位
な

ど
を
示
し
た
除
雪
活
動
計
画
を
策

定
し
て
い
る
こ
と
。

③
除
雪
活
動
の
運
営
に
必
要
な
使

用
規
約
な
ど
を
定
め
て
い
る
こ
と
。

　
使
用
貸
借
契
約
を
締
結
し
、自

治
振
興
区
へ
無
償
で
貸
し
付
け
ま

す
の
で
、購
入
費
用
は
要
り
ま
せ

ん
。し
か
し
、燃
料
費
、修
繕
料
、消

耗
品
費
な
ど
、除
雪
機
の
使
用
、保

管
、保
守
管
理
に
必
要
な
全
て
の

経
費
は
、自
治
振
興
区
の
負
担
と

し
ま
す
。た
だ
し
、大
規
模
な
修
繕

に
つ
い
て
は
、双
方
が
協
議
し
対

応
を
検
討
し
ま
す
。

　
市
は
、道
路
管
理
者
と
し
て
、引

き
続
き
基
準
に
基
づ
い
た
除
雪
作

業
を
行
い
ま
す
。自
治
振
興
区
は
、

地
域
で
除
雪
が
必
要
な
世
帯
、生

活
道
、広
場
な
ど
を
把
握
し
、自
主

的
な
除
雪
活
動
の
仕
組
み
を
つ
く

り
、自
治
振
興
区
内
の
除
雪
活
動

を
展
開
し
ま
す
。

●
申
請
・
問
い
合
わ
せ
　

　
事
業
の
問
い
合
わ
せ
や
申
請
手

続
き
の
ご
相
談
は
、自
治
振
興
課

ま
た
は
各
支
所
地
域
振
興
課
へ
お

願
い
し
ま
す
。
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昨
年
末
か
ら
の
豪
雪
は
、市
民

生
活
に
不
安
の
影
を
落
と
し
ま

し
た
。

　
市
で
は
、全
て
の
自
治
振
興
区

（
88
区
）を
対
象
と
し
て
、18
年
度
、

19
年
度
の
２
カ
年
の
予
定
で
、自

治
振
興
区
に
除
雪
機
を
貸
し
出
し
、

地
域
の
み
な
さ
ん
に
よ
る
除
雪

活
動
を
支
援
し
ま
す
。

　
自
治
振
興
区
で
、地
域
内
の
除

雪
活
動
を
行
う
た
め
の
仕
組
み

を
つ
く
り
、安
心
し
て
暮
ら
せ
る

地
域
づ
く
り
を
す
す
め
ま
し
ょ
う
。

　
除
雪
機
の
配
備
を
希
望
さ
れ

る
自
治
振
興
区
は
、６
月
末
ま
で

に
、
本
庁
・
支
所
の
担
当
課
へ
申

請
し
て
く
だ
さ
い
。事
業
の
概
要

は
次
の
と
お
り
で
す
。

　

自
治
振
興
区
に
よ
る

除
雪
活
動
を
支
援
し
ま
す

自
治
振
興
区
に

　
　
　
　
除
雪
機
を
配
備

６
月
末
ま
で
に
申
請
を

除雪機の配備計画は？

地域別配備計画

＊「豪雪地域」は１自治振興区50世帯あたり、おおむね１台を基本に、

　積雪の状況、地形、住宅密集地などの地域状況を勘案し、必要台数を

　積算しています。

＊平成17年度コミュニティ推進補助金・自治振興区活動促進補助金及

　び平成18年度コミュニティ推進補助金において、配備された自治振

　興区及び配備されることが確定している自治振興区は、必要台数か

　ら控除しています。

地
域
内
除
雪
機
械
整
備
事
業

貸
し
出
し
の
要
件
は
？

経
費
負
担
は
？

市
の
役
割
と

自
治
振
興
区
の
役
割
は
？

地　域

庄原地域

西城地域

東城地域

口和地域

高野地域

比和地域

総領地域

計

18年度

豪雪地域

19年度

積雪地域

合　計
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台　数
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区　数

8
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9
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6
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88

　除雪機は、18年度、19年度の２ヵ年の予定で希望される自治振興区に
配備します。
　配備計画台数及び配備予定年度は、88の自治振興区を積雪量や地形的
な状況、世帯数などを考慮し、比較的に雪の多い地域を「豪雪地域」、それ
以外を「積雪地域」とし、18年度は「豪雪地域」、19年度は「積雪地域」に計
画的に配備する予定です。

予
算
規
模
の
推
移（
合
併
前
と
合
併
後
）

と
特
徴
的
な
動
き

①
歳
入
の
特
徴

②
歳
出（
性
質
別
）の

　
特
徴
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市税 交付税 臨財債 繰入金 その他

■歳入の推移

計358.3億円

計362.2億円

計359.5億円

計349.7億円

計389.7億円

計340.2億円

計305.9億円

38.8億円

167億円

5.4億円

38.9億円 5.4億円 155億円

38.6億円 11.2億円 143.8億円

37.5億円 17.4億円 140億円

37.5億円 12.8億円 150億円

36.4億円 8.5億円 112.2億円

36.6億円 9.9億円

147.1億円

157.6億円 5.3億円

147.7億円 19億円

137.6億円 17.2億円

132.6億円 56.8億円

138.3億円 5億円

135.2億円 13.5億円

150.4億円

億
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H18

人件費 物件費 普通建設 扶助費

公債費 補助費等 繰出金 その他

■歳出の推移

計347.4億円

計351.9億円

計347.9億円

計341.6億円

計380.3億円

計334億円

計305.9億円

65.2億円

33.4億円

90億円 54.1億円 21.6億円

63.1億円 101.4億円 56.6億円 22.2億円

62.9億円 98.7億円 57.7億円 20.2億円

59.4億円 86.3億円 57.3億円 22.7億円

59.9億円 98.5億円 62.9億円 25.1億円

55.6億円 48.2億円 61億円 24.9億円

56.3億円 58.7億円 66.4億円 25.4億円

13.3億円 46.4億円 24.3億円

33.3億円 13.8億円 47億円 14.8億円

33.3億円 13.9億円 32.2億円 28.9億円

33億円 15.6億円 49.1億円 19.2億円

42.3億円 17.1億円 35.5億円

40億円 17.2億円 35.8億円

49.3億円

6億円

40.7億円 16.8億円 39.9億円

36.6億円
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市
の
年
収
に
あ
た
る
歳
入
の
総

額
は
、年
々
徐
々
に
減
少
傾
向
に

あ
り
、Ｈ
18
を
Ｈ
12
と
比
較
す
る

と
、約
52
億
円
減
少
し
て
い
ま
す
。

そ
の
主
な
も
の
は
、国
か
ら
一
定

の
基
準
で
交
付
さ
れ
る
地
方
交
付

税
が
31
・
8
億
円
、皆
さ
ん
か
ら
納

め
て
い
た
だ
い
た
市（
町
）税
が
２
・

４
億
円
と
減
少
し
て
い
ま
す
。

　
こ
れ
は
、国
が
進
め
て
い
る「
三

位
一
体
改
革
」や
、未
だ
回
復
し
な

い
地
域
経
済
な
ど
の
影
響
に
よ
る

も
の
で
、こ
れ
ら
に
よ
る
歳
入
不

足
部
分
を
、市
の
貯
金
に
あ
た
る

基
金
を
繰
り
入
れ
て
ま
か
な
っ
て

い
ま
す
。

　
昨
年
３
月
31
日
、地
域
の
生
き

残
り
を
か
け
、最
大
の
行
財
政
改

革
と
も
言
え
る
、１
市
６
町
の
合

併
を
行
い
ま
し
た
。合
併
に
よ
り
、

町
長
な
ど
の
特
別
職
や
議
会
議
員

数
な
ど
が
減
少
し
、ま
た
、新
し
く

市
の
組
織
も
作
ら
れ
、職
員
数
も

減
少
し
ま
し
た
。こ
の
結
果
と
し

て
、人
件
費
の
削
減（
▲
４
・
３
億

円
）に
つ
な
が
り
ま
し
た
。

　
ま
た
、道
路
の
整
備
を
行
う
た

め
の
普
通
建
設
事
業
費
に
つ
い
て
、

Ｈ
18
を
Ｈ
12
と
比
較
す
る
と
、31
・

３
億
円
減
少
し
て
い
ま
す
。こ
れ

は
、新
市
建
設
計
画
に
沿
っ
て
事

業
を
実
施
し
て
い
る
こ
と
に
よ
り

ま
す
。一
方
で
、合
併
前
に
各
市
町

が
行
っ
た
建
設
事
業
の
た
め
に
借

入
れ
た
借
金
の
返
済
も
行
っ
て
お

り
、借
金
の
返
済
に
充
て
る
公
債

費
は
、年
々
増
加
傾
向
に
あ
り
、市

の
財
政
を
圧
迫
し
て
い
ま
す
。

　
来
月
号
で
は
、「
歳
入
の
推
移
と

一
般
財
源
と
は
」と
、「
基
金
の
取

り
崩
し
と
基
金
の
残
高
」に
つ
い

て
掲
載
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

※文、グラフ中、Ｈ12～Ｈ16までは各年度決算数値、Ｈ17は平成17年度決算見込数値、Ｈ18は平成18年度当初予算数値を用いています。

※歳入、歳出のグラフは、一般会計に住宅資金特別会計や歯科診療所特別会計などを含んだ普通会計ベースで作成しています。

※金額は億円（四捨五入）で表示していますので、内訳の合計は必ずしも一致しません。




